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特別寄稿 

P2M誕生の秘話 
 

コーポレート・インテリジェンス株式会社 代表取締役社長 武富為嗣 

 

1． 初めに 

P２M とは、プロジェクト＆プログラムマネジメ

ントの略で、プロジェクトとプログラムの P が 2

つ続くので、エンジニアリング振興協会に設置

された開発委員会による合議で難しい名前を

付けるより、簡単に P2M と命名されたものです。

それが今ではすっかり定着し、難しい名前を

付けるより良かったなと思っております。誕生

から、20 年も経過して、その誕生に関わった

方々も、現役を退かれた方がほとんどとなって

しまいました。 

今回、その誕生について書いてくれとの依

頼が亀山先生からあり、書くことにしました。何

分、20 年も前のことであり、記憶違いもあるか

もしれません。また、私の見た側面から書いて

おりますので、それはご承知おきください。 

 

2． P2M 誕生の背景 

1998年頃かと思いますが、経済産業省の外

郭団体の財団法人エンジニアリング振興協会

（エン振協）で、アメリカ発のプロジェクトマネジ

メ ン ト 標 準 、 PMBOK(Project Management 

Body of Knowledge)が話題となり、日本もアメリ

カに負けないような同様の標準を開発する必

要があるという話が出てきたと聞いております。

と言いますのも私が参加したのは、それから 1

年以上後になりますので。 

エン振協は、当時、日本のプロジェクトマネ

ジメントをリードする日揮、千代田化工、東洋

エンジニアリングのエンジニアリング 3 社を中

心として、プラント輸出を手掛ける三菱重工や

川崎重工、新日鉄などの重工、鉄鋼会社、そ

れに商社や電機メーカー、竹中工務店などの

土木建設会社などが集まって運営されていた

ものです。そこでまずは、欧米のプロジェクトマ

ネジメントの標準化の動きを調査するための調

査研究委員会が設置され、そこに、当時、国

内で唯一のプロジェクトマネジメント学科があ

った千葉工業大学から、小原重信先生を招聘

して、委員長として発足したものです。当初、

開発委員会は、３つのチームに分けて、1年程

度は、イギリスやフランス、それにオーストラリ

アなど、標準化を進めている国々を回って調

査されたと聞いております。そこから、エン振

協に属する企業からメンバーを出してもらい、

さらに外部の専門家たちを集めて、日本発の

プロジェクトマネジメント標準を開発するための

プロジェクトマネジメント導入開発調査委員会

が発足しました。 

当時、私は、外資系の経営コンサルティン

グ会社に勤めており、そこの特別顧問であっ

た日本輸出入銀行の経済研究所長を退職し

て来ておられた今は亡き木下俊彦氏（のちの

早稲田大学アジア太平洋研究科教授）のご紹

介で、エンジニアリング企業でのプロジェクトマ

ネジメントの経験があり、企業経営のコンサル

ティングの経験もあるという事から、チームのメ

ンバーとなりました。 

最初は、日本発のプロジェクトマネジメントと

は、どうあるべきかという議論などを 1 か月に 2、

3 回、エン振協の会議室に集まって進めてい

たと思います。経済産業省からは、担当課長と

して、後藤芳一氏（のちの、中小企業庁理事、

東京大学教授）が、政策指針を示され、“モノ

の輸出ではなく、ルールを作り、それを利用し

てもらう事で、チャリンとお金が落ちる仕組みを

作りたい”と言っておられたのが思い出されま

す。当時、プラント輸出などのエンジニアリング
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を経験した方々にとっては、プロジェクトマネジ

メントとは、化学、機械、電気計装、土木建築

などのエンジニアの専門家集団を横串で束ね

て、QCD （Quality （品質）、Cost （予算）、

Delivery（納期））を順守して、完成させるのが

基本的な考え方でした。エンジニアリング企業

は、そのために組織をマトリックス組織として、

縦軸の設計工事のエンジニアの専門部門と、

横軸のプロジェクトマネジメントの専門部門を

設けて、対応しておりました。日本のエンジニ

アリング企業は、東南アジアやアフリカなどの

海外のプラント建設の入札で、アメリカのフロ

アーやベクテルなどのエンジニアリング企業と

競争しても勝ち、受注していたもので、日本の

プロジェクトマネジメントが本家本元のアメリカ

を上回るほどすごいと言われていた時代です。

アメリカ企業は、2～3 年建設にかかる大型案

件では、客先提示の契約の仕様にリスクが含

まれるため、ランプサム（一括総額請負）契約

は難しく、コストプラスフィー（実費精算）契約

を提示していましたが、日本企業は、ランプサ

ム契約を提示し、なおかつ競合のアメリカ企業

より安くて短い期間を提示していたため、ほと

んど、欧米の応札企業を退けていました。その

リスクを含んだままプロジェクトを遂行しても、

予算内、期限内で完成させることが出来るの

で、日本のプロジェクトマネジメントはすごいと

自負しておりました。 

そのすごいところのエキスを日本発のプロジ

ェクトマネジメントに盛り込めば、世界で受ける

だろうというのがその当時のチームメンバーの

感じていたことです。チームメンバーには、エ

ンジニアリング 3 社で、海外の 1000 億円規模

の大型プロジェクトのプロジェクトマネジャーを

経験した方や受注活動を担った商社の方など

も含まれており、国内のプロジェクトマネジメン

トの英知を集めたものであるので、これは良い

ものができるだろうというのが当時の感覚でし

た。その英知とは、顧客である「オーナー」の

立場に立ち、事業のライフサイクルを共有した

立場で、「コントラクター」である請負事業者の

ビジネスモデルを見直す仕組みづくりの発想

です。これまでは、プラントビジネスにおける品

質、コスト、納期の市場競争力だけを追求して、

無理な受注も重ねて損失も重ねた経験があり

ます。アジアの新興勢力が台頭して、コスト競

争力が課題となりましたから、強みを活かして

弱みを補強するビジネスモデルの組み合わせ

で、価値を高める仕組みです。顧客は基本的

には、新しい事業に挑戦する協働者を求めて

いるわけで、「事業構想」、「プラント」、「保守

サービス」を範囲としたビジネスモデルの知見

を求めています。これまでは「プラントとその周

辺」に限定してきましたから、QCD よりも知見、

技術、ノウハウなど顧客に魅力を増すプログラ

ムマネジメントが検討されたのです。この発想

は、ライフサイクルの拡張を見直して、広いプ

ロジェクトビジネスの実績から、自社の事業機

会、価値、リスクを見直すことが出来る人材育

成につながります。 

例えば具体的には、途上国向けのプラント

建設では、途上国が建設資金を出せないため

に、建設資金の調達とセットになった提案が求

められるようになって来ており、プロジェクトファ

イナンスを利用して、金融機関からの融資を

同時に提案したところが受注するようになって

来ました。日本企業の場合は、日本輸出入銀

行などの政府系金融機関が支援して、融資を

行い、提案、受注へとつなげるようになってき

ていました。エンジニアリング企業は、そこが

弱く、商社の支援や銀行などから専門家を役

員として雇ったりして対応するようになりつつあ

りました。そうして、受注に結び付け、プロジェ

クトを完了させると、プロジェクトによっては、そ

こで終わりではなく、融資の返済のために、完

成した設備により生産される商品を販売する

支援まで、求められるようになって来る場合が

ありました。このように、プロジェクトの受注者で
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も、そのカバーする範囲がだんだんと広くなる

のを感じ始めておりました。 

また、それまでプラント建設が主体のプロジ

ェクトマネジメントが、それ以外の分野、特にシ

ステム開発の分野でも必要だと言われるように

なって来ておりました。システム開発はそれま

ではメインフレームと呼ばれる大型計算機が

主体でしたが、技術の進歩でハードウェアのコ

ストが大幅に下がり、クライアントサーバーと呼

ばれたシステムに代わり、求められるシステム

開発の要求が業務に直結するようになるととも

に、ソフトウェアの開発が大きな比重を占める

ようになり、開発導入コストも大幅に上がってき

ておりました。そこでは、システム開発の失敗

が続出しており、プロジェクトマネジメントがき

ちんとできていないからだと言われており、シ

ステム開発にもプロジェクトマネジメント手法を

導入して専門家を育てる必要があると言われ

始めておりました。 

私も経営コンサルタントでありながら、無謀

にもシステム開発のプロジェクトマネジャーを

引き受け、システム開発ベンダーを私の下で

指揮して大失敗を経験したばかりで、システム

開発のプロジェクトマネジメントが、エンジニア

リング企業と比較すると全くできていないという

のが痛いほどわかっておりました。システム開

発プロジェクトでは、プロジェクトマネジャーの

資質の問題もありますが、プロジェクトに参加

しているメンバーがプロジェクトの運営はどうあ

るのかというのが全く分かっていませんでした。

さらにシステム開発の進め方もさることながら、

単に発注者の提示する要件（仕様書）を守っ

て開発するだけではだめで、仕様書自体がき

ちんとできていないとか、仕様書作成の段階

から参加して、仕様を決めていかないとだめだ

と開発以前の上流の問題が指摘されておりま

した。システムインテグレータと呼ばれたシステ

ム開発会社は、上流の提案の段階から、そこ

を抑える必要があると言っており、開発を２、３

のフェーズに分割して受注する形態をとって

いました。 

先にあげましたプラント建設においては、入

札を行うにあたり、仕様書の作成は、外部の専

門家に頼むのが普通で、その仕様書に基づき、

建設を依頼できる会社を最初の候補（ロングリ

スト）から、絞り込んで選定し、ショートリストと称

して、入札依頼を出すようになっておりました。

ところがシステム開発では、発注者側が、その

ような外部の専門家に依頼してシステム開発

のベンダーを選定するための要件定義と呼ば

れる仕様書を作成するのは、一般的ではあり

ませんでした。システム開発エンジニアは、顧

客の要求を取り込んでシステムを開発するの

が最も大事だと、当初、想定した仕様や範囲、

スケジュールは無視して開発するために、

QCD が、遵守できないという問題を生じており

ました。そこを解決するために、分割受注を当

然として受けるようになったと思います。また、

上流は、当然、自分らでできますよという受注

体制だったと思います。 

コンサルティング会社で、そのまた上流の業

務改革などのコンサルティングをしていた関係

で、単に要件定義だけでは、うまくいかない、

もっと上流まで取り込んでプロジェクトを進めな

いとうまくいかないよというのが私などの感想で

した。そこでそれらの上流を取り込んだプロジ

ェクトマネジメントを行う必要があるという考え

が提示され始めておりました。 

アメリカのプログラムマネジメントは、軍のプ

ロジェクト開発から拡張されたもので、技術開

発に重きを置いて、開発されており、マネジメ

ント（経営）というより、コントロール（管理）に近

いものでした。90 年ころに MIT では、プロジェ

クトマネジメントは、ビジネススクールではなく、

土木建築学科に置かれており、マネジメントと

いう捉え方はありませんでした。イギリスやオー

ストラリアなどでは、拡張して、経営に関連する

項目を取り込もうとしており、日本も、IT、建設、
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製造などに焦点を当てた技術開発だけで

はなく、経営改革や社会変革に寄与するよう

な項目を取り入れて標準を開発する必要があ

ると議論されました。当時は、PMBOK を意識

しながら、その違いを出そうと色々と考えてい

ました。 

このような議論を通して、まとめられた個別

マネジメントの項目が下の図-1 です。[1]この図

では、PMBOK の個別項目と比較しています

が、大きな違いは、 

（1） PMBOK の統合マネジメントに相当する

項目が、Ⅱのプロジェクトマネジメントで、それ

に、ⅠのエントリーとⅢのプログラムマネジメン

トが追加となっています。 

また、残りは、個別マネジメントとして、 

（2） QCD を管理するうえで重要な、PMBOK

のタイム、コスト、品質、範囲に関する 4つのマ

ネジメント項目が目標マネジメントとして一本

化されています。 

（3） P２M では、先に述べたような上流を抑え

る必要から、戦略、ファイナンス、システムズ、

情報、関係性、バリュー（価値）の 6 項目が追

加となっています。 

（4） PMBOK の調達マネジメントが資源マネ

ジメントとなり、社会性のあるプロジェクトなどに

も、単に調達ではなく使えるようにしています。 

この 4つとなっています。 

ここまでの項目を決めて、Ⅳの各個別マネ

ジメントごとに担当を割り振って、内容を記述し

ていくことにしました。Ⅰ、Ⅱ、Ⅲに相当すると

ころは、小原先生がご自分で担当されてまとめ

ていかれました。そうして、時々、全体の整合

性をとるために集まって、話し合いを持ちなが

ら、各個別マネジメントのチームで記述してい

きました。ある時は、全体合宿などを行い、当

時の新日鉄の代々木の研修所や、松下電器

に設定してもらった伊豆の研修所などを使っ

て、まとめていきました。このような経緯を経て、

プロジェクト&プログラムマネジメントが完成し、

P2M と命名しました。 

 

 

 Ⅰ  エントリー 

 Ⅱ  プロジェクトマネジメント                 

 Ⅲ  プログラムマネジメント              １  統合マネジメント 

 

 Ⅳ １  プロジェクト戦略マネジメント           ２  タイムマネジメント 

   ２  プロジェクトファイナンスマネジメント    ３  コストマネジメント 

   ３  プロジェクトシステムズマネジメント       ４  品質マネジメント 

   ４  プロジェクト組織マネジメント         ５  調達マネジメント 

   ５  プロジェクト目標マネジメント         ６  範囲マネジメント 

   ６  プロジェクト資源マネジメント         ７  組織マネジメント 

   ７  リスクマネジメント                ８  リスクマネジメント 

   ８  情報マネジメント                ９  コミュニケーションマネジメント 

   ９  関係性マネジメント 

  １０  バリューマネジメント 

  １１  コミュニケーションマネジメント 

 

               図-1    P2M と PMBOKのマネジメント項目の比較 

 

   

PMBOK
TM

 PM 知識体

系 

P2M
TM

 PM 知識体

系 
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日本の産業界には独自の中核技術の開発、

新市場の創出、サービス知見を成功させたプ

ログラムマネジメントが国内では多数、事例が

あります。海外事例でも先に述べたプロジェク

トファイナンスの考えを取り込んだプロジェクト

の進め方、一括受注で、稼働まで持ち込むタ

ーンキーランプサム契約（ターンキーとは、鍵

を回せば、プラントが稼働するという意味です）

の進め方など実質的なプログラムマネジメント

事例がありしたが、成功と失敗があります。そ

の失敗事例の多くは、人材と組織にプログラム

マネジメント認識に弱点があったと言えるでし

ょう。P2M にはプロジェクトの進め方と技術開

発による新市場開発のイノベーションに関わる

知見が集約されていると考えています。 

プログラムマネジメントの重要部である 6 つ

の統合マネジメントや価値提供、スキーム、シ

ステム、サービスの 3つのモデルの言葉、全体

使命、個別使命などは、完成後、初めて知っ

た次第です。 

私も完成後、初めて全体を読むことが出来、

そこで、これは、発注者の視点で、11 個の個

別マネジメントがプログラムマネジメントと整合

性が取れてない部分があると思い始めました。

特に、下記の様な視点が抜けていると感じた

次第です。 

・ ファイナンスマネジメントには、プロジェクト

ファイナンスを中心に記述してありますが、発

注者や投資家の視点に立つと、投資収益性

や事業価値の視点を盛り込む必要がある。 

・ バリューマネジメントは、投資回収の事例と

して、ESCOなどが挙げてありますが、プログラ

ムが生み出す価値と投資収益性を連動させる

必要がある。また、財務上は、プログラムは資

産化されるので、コストの観点だけではない点

を明確化する必要がある。 

・ リスクマネジメントには、発注者側の視点に

立って、ガバナンスがいるのでないか 

などなどが出てきて、次回の改訂版で修正す

る必要があると思った次第です。 

 

3． P2Mの誕生と普及活動 

P2M が誕生してからは、早速とこれを広める

ために、色々なところで説明をすることにし、尚

且つ、エン振協は、当初より人材育成の資格

試験制度を企画しており、ＰＭＡ、ＰＭＳ，ＰＭ

Ｒの 3 つの資格を作り、資格試験の作成、実

施担当者を決めて、実行していくことにしまし

た。並行して、経済産業省とエン振協は、新し

い日本プロジェクトマネジメント協会という NPO

法人を創設し、全てをエン振協から、移行しま

した。 

 出来た当初は、ＮＥＣや富士通などのシステ

ムインテグレータやＪＩＣＡなどの海外でのプロ

ジェクト運営団体なども興味を持っており、研

修所でセミナーなどを実施しました。また、海

外の関係団体や大学も興味を持っており、

PMBOK 運営のＰＭＩは、会長以下、5 人が来

日して、内容を聞いて帰りましたが、英語版は

ないのかと聞かれました。ほかに、ロンドン大

学、シドニー工科大学、フランスのリール大学

などへは、小原先生を団長として、講演や P２

M セミナーに行きました。欧州 IPMA モスクワ

大会へ行ったときは、PM 学会とたまたま一緒

になったかと思います。それに、韓国 PM 協会

主催のソウルでのプロジェクトマネジメント大会

やエン振協飯倉督夫常務理事、NPO日本PM

協会、石倉政幸理事が主催し、吉田邦夫東大

名誉教授（現 P2M 学会名誉会長）が関係する

大学や団体とタイのバンコクでのセミナー共催

のために、あちこちで講演しました。また、中

国の建設プロジェクトマネジメント大会へは、

私は、日本代表として、毎年一回、10 年以上、

各地で開催される大会に参加し、Ｐ２Ｍの講演

を行いました。 

 

4． P2M 完成後の反応と学会の発足 

日本発の P2M が出てきたときに、私が驚い
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たことをいくつか紹介します。まず、国内で、ア

メリカの情報をいち早く入手し、その分野の第

一人者だと自任して普及に努める人たちがい

たことです。PMBOK も同様で、P2M を紹介す

る時は、PMBOK 紹介の第一人者を自任する

方々と、あちこちでバッティングしておりました。

ソウルに講演に行った時も似たような経験をし

ました。 

韓国人は、私に日本発のプロジェクトマネジ

メントは素晴らしい、私らも同じものを作りたい

ので、どうやって作ったのか、その作り方を教

えてくれと言ってきました。同時に、その時、

PMBOK を紹介したアメリカ人に対しては、アメ

リカのプロジェクトマネジメントは素晴らしい。こ

れをわが国でも、広めたいので、どうやって資

格試験などをやるようにしたら良いか教えてく

れというもので、正反対の対応なので驚きまし

た。アメリカ製であれば、いち早く受け入れ、

日本製は、真似すれば自分らでもできると考

えているなと感じました。ソウルでは PMBOK

は、P2M に対抗するため、上流として、ポート

フォリオマネジメントを導入したと説明しており

ました。 

フランスのリール大学に行ったときは、PMI

から来た人が、PMBOK の話をしていたので、

同業ではないかと握手を求めましたら、P2Mは、

我々の競合だから、握手はしないと言われ、

明確に競合として意識しているなと感じた次第

です。 

また、P2M とは全く関係ありませんが、ある

時、視察団としてシアトルのボーイングの工場

を訪ねて、デジタル化をどう進めているかを

色々と見学させてもらったことがありました。そ

こでは、パンアメリカン航空などの飛行機運航

会社や GE などのエンジン製造会社と組んで

航空機製造、運行上のシステムネットワークの

構築や製造ラインの仮想空間のシステム構築

の話をしてくれました。このシステムを作るため

に、ボーイングは、GE、IBM と、途中でどこか

が下りないように、10 か年契約を結んで 1000

億円に上るシステム投資を行ったと言っており

ました。当時、製造業は、“Ｊａｐａｎ ａｓ No.1”と

して、米国市場を席巻しており、飛行機製造も

日本にとって代わられるのではないかと心配し

ており、それをシステムで強化して勝負しようと

いう話でした。その中で、PMBOK も完成し、そ

れを広めるために、IBMは、当時はやっていた

オフショアリングで、インドのＩＴ企業にもってい

き、10 万人に資格を取らせたと言っておりまし

た。クリントン政権時代に、ゴア副大統領が、ア

メリカは、金融とＩＴで勝負すると言っておりまし

たが、P2M と PMBOK が競合だと言っていた

時、PMI が出してきたのは、世界で 10 万人が

資格を取っているので、グローバル化は我々

が早いと言うものでした。このように、アメリカの

標準化の世界市場を抑えるという姿勢は、戦

略的な進め方があり、日本などはそれが競争

だという認識と、戦略的に勝ち取っていこうと

いう姿勢が欠けているなと感じた次第です。だ

いぶ後になって知ったことですが、システム開

発プロジェクトは、金融分野が最も規模が大き

く、ここは完全に IBMなどのアメリカ勢とその手

法が支配しており、P2M が入る余地はありませ

んでした。 

先に述べましたように、アメリカでは軍を中

心として PMBOK を立ち上げましたが、日本は

経済産業省を中心として P2M が作られたので、

金融業界のシステム開発プロジェクトに入って

いくには、限界があるかと思っております。 

その後、小原先生が国際 P2M 学会を立ち上

げられましたが、当時は、PMBOK を中心とす

る PM 学会もあり、競争相手だという認識が高

かったかと思います。最初の記念講演会で、

私は、P2Mは、PMBOKとは違い、価値創造だ

よと言って、図を提示しました。（図―2参照）こ

れは、P2M 標準ガイドを学習して国際 P2M 学

会に投稿した図です。[2] 
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図ー2  プログラムの価値創造 

 

この価値創造の考え方を理解してもら

い、プログラムを立案して運営する必要が

あるといえば、P2M のプログラムマネジャ

ーを目指す人が増えるのではないかと思

った次第です。 

コロナパンデミックを境に世界の経済

環境や働き方の変化、デジタル技術の普及

など、世の中が大きく変わると思われます

が、P2M の考え方は、そのような中で、企

業改革、社会変革、デジタル変革をリード

する人々にとって、重要な手助けになるか

と思います。特にデジタル変革では、ITに

関する技術を取り込んだプログラムの進

め方、立ち上げたシステムを無償で提供し、

広告などで収入を得る事業運営の方法、フ

ァンドなどを巻き込んだスタートアップ

企業の資金調達の仕方など、従来にはなか

った発想が求められています。このような

時代の変革の先端の研究を行いながら、

P2M に取り込むとともに、P2M が、世界標

準となって普及することを願っておりま

す。 
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